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平成２９年８月１０日

日進市長 萩 野 幸 三 様

日進市監査委員 鷲 田 智 砂

日進市監査委員 永 野 雅 則

平成２８年度日進市一般会計及び特別会計歳入歳出決算の審査意見

について

地方自治法第２３３条第２項の規定により審査に付された平成２８年度日進市一般

会計及び特別会計歳入歳出決算並びに関係書類を審査した結果、次のとおりその意見

を提出します。
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平成２８年度日進市一般会計及び特別会計歳入歳出決算意見

第１ 審査の対象

（１） 平成２８年度日進市一般会計歳入歳出決算

（２） 平成２８年度日進市国民健康保険特別会計歳入歳出決算

（３） 平成２８年度日進市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算

（４） 平成２８年度日進市介護保険特別会計歳入歳出決算

（５） 平成２８年度日進市下水道事業特別会計歳入歳出決算

（６） 平成２８年度日進市農業集落排水処理施設事業特別会計歳入歳出決算

（７） 平成２８年度日進市三ケ峯台団地汚水処理事業特別会計歳入歳出決算

（８） 平成２８年度日進市南山エピック団地汚水処理事業特別会計歳入歳出決算

（９） 平成２８年度日進市五色園団地汚水処理事業特別会計歳入歳出決算

第２ 審査の期間

平成２９年６月２２日から平成２９年７月２８日まで

第３ 審査の方法

市長から審査に付された一般会計及び特別会計歳入歳出決算書、歳入歳出決算事

項別明細書、実質収支に関する調書及び財産に関する調書について、会計管理者及

び所管課から提出された関係諸帳簿及び関係書類、各種資料と照合し、決算計数の正

確性、予算執行及び事務処理の適否について審査しました。

なお、審査にあたっては関係職員からの説明を聴取するとともに、既に実施した例月出

納検査並びに定期監査の結果も参考としました。

第４ 審査の結果

審査に付された各会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支

に関する調書及び財産に関する調書は、いずれも関係法令に準拠して作成されており、

その計数は正確であると認められました。

また、決算内容及び予算の執行状況も正確に表示され、概ね適切な財政運営がなさ

れていると認められました。

なお、各会計における決算の概要と意見については、次に述べるとおりです。
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内

訳

会計別
区分

（１）決算の規模

第５　審査の概要

１　総　括

△ 1,759,114,007

歳　　　　出

会計別 収入率B/A

歳　　　　　入

決算額 B 決算額 C

一　　　　般　　　　会　　　　計

特　　　　別　　　　会　　　　計

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計

介 護 保 険 特 別 会 計

区分
予算現額 A

（単位：円・％）

歳　　　　　出

執行率C/A

合　　　　　　　計

歳　　　　入

一般会計純計決算額

特別会計純計決算額

下 水 道 事 業 特 別 会 計

農業集落排水処理施設事業特別会計

三ケ峯台団地汚水処理事業特別会計

合　　　　　　計

南山ｴﾋﾟｯｸ団地汚水処理事業特別会計

五色園団地汚水処理事業特別会計

差  引  額

（単位：円）

平成 年度の一般会計及び特別会計の決算額は、歳入 円、歳出 円となり、前年
度との比較では、歳入が 円 ％ 、歳出が 円 ％ の増加となりました。
会計別歳入歳出決算額の内訳は、次表のとおりです。

上記の歳入歳出決算額には、一般会計と特別会計相互間における繰入金、繰出金が重複計上されています。
これを除いた純計決算額は次表のとおりです。
なお、純計決算額の歳入歳出差引額において不足を生じている会計は、国民健康保険特別会計、後期高齢者医療
特別会計、介護保険特別会計、下水道事業特別会計及び農業集落排水処理施設事業特別会計の 会計で、いずれも
一般会計から繰り入れを受けています。

り、この額から翌年度へ繰越すべき財源
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（単位：円）

区分
年度

歳 入 決 算 額

歳 出 決 算 額

翌 年 度 へ 繰 越 す べ き 財 源

歳 入 歳 出 差 引 額 （ 形 式 収 支 ）

実 質 収 支

△ 83,905,956単 年 度 収 支

次に決算収支の状況についてみると、歳入決算額から歳出決算額を差し引いた形式収支は 円とな
り、この額から翌年度へ繰越すべき財源 円を差し引いた実質収支は 円となりました。

当該年度実質収支から前年度実質収支を差し引いた単年度収支 円の黒字となりました。

過去３か年の決算収支の状況は、次表のとおりです。 基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の、過去３か年間の平均数値です。この数値が「１」に近いある
いは「１」を超えるほど財政に余裕があると見ることができ、その年度における普通交付税の不交付団体となります。

入額は

す。

億円

年度

歳入決算額

歳出決算額
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（単位：円）

（単位：千円）

区分
年度

（単位：千円・％）

区分
年度

経常一般財源比率（A/B）

経常一般財源収入額（　A　）

標準財政規模（B）

基 準 財 政 収 入 額 （ ）

基 準 財 政 需 要 額 （ ）

単 年 度 財 政 力 指 数 （ ）

財 政 力 指 数 （ ３ か 年 平 均 ）

（２）財政指標の状況

ア　財政力指数

財政力指数は、地方公共団体の財政力の強弱を示す指標として用いられるもので、地方交付税法の算定に用いる
基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の、過去３か年間の平均数値です。この数値が「１」に近いある
いは「１」を超えるほど財政に余裕があると見ることができ、その年度における普通交付税の不交付団体となります。
本年度の基準財政需要額は 千円で、前年度に比較して 千円（ ％）の増加、また、基準財政収

入額は 千円で、前年度に比較して 千円 ％ 増加しました。単年度の財政力指数は前年度より
ポイント高い となり、３か年平均は前年度より ポイント高い となりました。

イ 経常一般財源比率
標準財政規模に対する経常一般財源の割合を経常一般財源比率といいます。
この比率は、 ％を超える度合いが高いほど経常一般財源に余裕があり、歳入構造に弾力性があることが示されま

す。

億円

年度

基準財政需要額（ ）

基準財政収入額（ ）

単年度財政力指数（ ）

財政力指数（３か年平均）

な収入たる一般財源が、どの程度充当されているかをみるもので、通常
すが、

のことをいいます。

を余儀なくされる場合や、収益的な投資のように、将来の住民も経費を分担し、将来の収益によって返済することが
むしろ公平である場合等には、地方債を経費の財源とすることができることになっています。

ましたが、

たものの、元金を一般会計で
少しました。
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（単位：千円・％）

区分
年度

区分
年度

（単位：千円・％）

経 常 一 般 財 源 収 入 額 （ ）

経 常 収 支 比 率 （ ）

人　　　　件　　　　費

扶　　　　助　　　　費

経常一般財源の経常的経費の充当額（ B ）

内
　
　
　
訳

公　　　　債　　　　費

計

一般会計

特別会計

（３）市債の状況

そ　　　　の　　　　他

人口（年度末総人口）（人）

人口１人当たりの市債額（円）

市債の現在高
（千円）

財政力指数は、地方公共団体の財政力の強弱を示す指標として用いられるもので、地方交付税法の算定に用いる

％を超える度合いが高いほど経常一般財源に余裕があり、歳入構造に弾力性があることが示されま

ウ 経常収支比率
経常収支比率は、 財政構造の弾力性を判断するための指標として用いられます。
人件費、扶助費、公債費等の義務的性格の経常経費に、地方税、地方交付税、地方譲与税を中心とした経常的

な収入たる一般財源が、どの程度充当されているかをみるもので、通常 ～ であることが望ましいとされていま
すが、 を越える場合は、財政構造が硬直化していると考えられ、経常経費の抑制に留意しなければなりません。

地方債とは、地方公共団体が資金調達のために負担する債務で、その返済が一会計年度を超えて行われるもの
のことをいいます。

地方公共団体の歳出は、地方債以外の歳入をもって賄うことが原則とされていますが、臨時突発的に多額の出費
を余儀なくされる場合や、収益的な投資のように、将来の住民も経費を分担し、将来の収益によって返済することが
むしろ公平である場合等には、地方債を経費の財源とすることができることになっています。

年度末における市債現在高は 千円で、前年度と比較すると、 特別会計で 千円 ％ 増加し
ましたが、一般会計で 千円 ％ 減少したことにより、全体では 千円（ ％）減少しました。

内訳は、年度中新たに一般会計で 千円、特別会計で 千円の合計 千円の地方債を発行し
たものの、元金を一般会計で 千円、特別会計で 千円の合計 千円償還したことにより減
少しました。

年度末における市民一人当たりの市債額は 円となり、前年度より 円 ％ 少なくなっています。

《一般会計》

《下水道事業特別会計》
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（４）繰越明許費の状況

本年度の繰越明許費の状況は次表のとおりです。

（単位：円）

（単位：円）

既収入
特定財源

左の財源内訳

既収入
特定財源

未収入特定財源
一般財源

国県支出金 その他

住 民 基 本 台 帳 事 業２ 　  総   務   費

９   　教   育   費 小 学 校 管 理 事 業

合　　　　　　　　計

７   　土   木   費
区 画 整 理 組 合 設 立
支 援 事 業

未収入特定財源事業名

２　   事   業   費

一般財源
その他

款
翌年度
繰越額

左の財源内訳

市債国県支出金

翌年度
繰越額

市債

款 事業名

下 水 道 管 渠 整 備 事 業

合　　　　　　　　計

７   　土   木   費 都 市 計 画 推 進 事 業

３ 　  民   生   費 介 護 保 険 推 進 事 業

３ 　  民   生   費
臨 時 福 祉 給 付 金
給 付 事 業

人件費、扶助費、公債費等の義務的性格の経常経費に、地方税、地方交付税、地方譲与税を中心とした経常的

を越える場合は、財政構造が硬直化していると考えられ、経常経費の抑制に留意しなければなりません。

地方債とは、地方公共団体が資金調達のために負担する債務で、その返済が一会計年度を超えて行われるもの

地方公共団体の歳出は、地方債以外の歳入をもって賄うことが原則とされていますが、臨時突発的に多額の出費
を余儀なくされる場合や、収益的な投資のように、将来の住民も経費を分担し、将来の収益によって返済することが

千円の地方債を発行し

《一般会計》

《下水道事業特別会計》
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（単位：円）

区分
年度

２　一　般　会　計

歳 入 決 算 額

△ 116,818,288単 年 度 収 支

歳 出 決 算 額

歳 入 歳 出 差 引 額 （ 形 式 収 支 ）

翌 年 度 へ 繰 越 す べ き 財 源

実 質 収 支

なり、これらの科目で全体の

欠損額は、

平成 年度の当初予算額は 円で、補正予算額は 円増加し、継続費及び繰越事業費

繰越財源充当額 円を加えた予算現額は 円となり、当初予算額より ％増加しています。
歳入歳出予算現額 円に対し、歳入決算額 円、歳出決算額 円で、歳

入歳出差引額 形式収支 円を歳計剰余金として翌年度へ繰り越しています。この剰余金には翌年度
へ繰越すべき財源 円（繰越明許費）が含まれていますので、これを差し引いた純剰余金 実質収支 は

円となっています。
決算額を前年度と比較すると、歳入では 円（ ％）、歳出では 円（ ％）増加しています。
また、当該年度実質収支から前年度実質収支を差し引いた単年度収支については、 円の赤字となりま

した。
過去３か年の決算収支の状況は、次表のとおりです。

0

50

100

150

200

250

300

28 27 26

243.7 241.2 
234.0 230.2 228.4 224.1 

億円

年度

歳入決算額

歳出決算額
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（１）　歳　　入

（単位：円・％）

年度

款別 決算額 構成比 決算額 構成比

市 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金 △ 18,924,000

配 当 割 交 付 金 △ 29,688,000

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 △ 77,601,000

地 方 消 費 税 交 付 金 △ 128,382,000

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 △ 59,323

自 動 車 取 得 税 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税 △ 1,856,000

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 △ 120,000

分 担 金 及 び 負 担 金 △ 356,497,791

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

財 産 収 入 △ 198,097,484

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

市 債 △ 57,400,000

差引額

計

　本年度の歳入決算額の状況は次表のとおりです。

歳入決算額 円を前年度と比較すると、 円 ％ 増加しています。
収入率は、予算現額 円に対し ％、調定額 円に対し ％でした。
歳入決算額の構成比率は、市税が ％と最も高く、次いで国庫支出金、地方消費税交付金、県支出金の順と

なり、これらの科目で全体の ％を占め、主要財源となっています。
収入未済額は 円で、前年度の 円に比較すると 円 ％ の減少となり、不納

欠損額は、 円で前年度の、 円に比較すると 円 ％ の減少となっています。

重が高いほど、

存財源が占める割合は
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（単位：円・％）

年度

区分 決算額 構成比 決算額 構成比 決算額 構成比

　依存財源：その他内訳 87,490千円

株式等譲渡
所得割交付金

47,019千円 19,196千円

配当割交付金 90,573千円 13,790千円

自動車取得税
交付金

91,416千円 1,878千円

財産収入 83,408千円

寄附金 87,263千円

計

自 主 財 源

依 存 財 源

　　　　　　　　利子割交付金

　　　　　　　　交通安全対策特別交付金

　　　　　　　　ゴルフ場利用税交付金

　　　　　　　　地方特例交付金

　　　　　　自主財源：その他内訳

自主財源：市税、分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、寄附金、繰入金、繰越金、諸収入
依存財源：地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、

ゴルフ場利用税交付金、自動車取得税交付金、地方特例交付金、地方交付税、交通安全対策特別
交付金、国庫支出金、県支出金、市債

％と最も高く、次いで国庫支出金、地方消費税交付金、県支出金の順と

の減少となり、不納

年度

自主財源

18,101,799千円
74.2%

依存財源

6,272,732千円
25.8%

市税

14,961,144千円
61.4%

繰越金

1,273,145千円
5.2%

諸収入

892,927千円
3.7%

使用料及び手数料

553,987千円
2.3%

繰入金

126,041千円
0.5%

分担金及び負担金

123,884千円
0.5%

その他

170,671千円
0.6%

国庫支出金

2,691,234千円
11.0%

地方消費税交付金

1,461,230千円
6.0%

県支出金

1,396,816千円
5.7%

地方譲与税

213,228千円
0.9%

市債

116,000千円
0.5%

地方交付税

42,862千円
0.2%

その他

351,362千円
1.5%

平成28年度

歳入決算額

24,374,531千円

次に、歳入全体を自主財源と依存財源に区分すると、過去３か年の推移は次表のとおりになります。自主財源の比

重が高いほど、歳入構成が安定的であるといえます。

構成比率を前年度と比較すると 、今年度の歳入決算額を自主財源が占める割合は ポイント上昇し ％、依

存財源が占める割合は ポイント低下し ％となりました。

― 9 ―



 第１款　市税

（単位：円・％）

区分

年度
対予算
現　額

対　調
定　額

差引額

（単位：円・％）

年度

税目

年度

区分 収納率

△ 35,291,904

収入未済額

収入済額

△ 15,183,493△ 100,189,000

現年課税分

収入済額 収納率

△ 43,256,600

△ 9,788,379

構成比

軽 自 動 車 税

収入済額

滞納繰越分

決算額 構成比

都 市 計 画 税

入 湯 税

市 た ば こ 税

計

特 別 土 地 保 有 税

△ 178,579,700

差　引　額
決算額

固 定 資 産 税

個 人 市 民 税

法 人 市 民 税

（単位：円・％）

計

収納率

収入済額

歳入科目別（款別）の決算状況は次のとおりです。

収入率
予算現額 調定額 不納欠損額

本年度の収入済額は、一般会計歳入決算額の ％を占めています。
収入済額は、前年度よりも 円 ％ の増加で、自主財源に占める割合は ％となっています。

市税の税目別収入状況は次表のとおりです。

市税収入は、前年度よりも 円 ％ 増加しています。そのうち、個人市民税が市税総額の ％ 前

年度 ％ 、固定資産税が ％ 前年度 ％ を占めており、この両税が市税収入の根幹をなしています。

過去３か年の市税の収入済額と収納率を比較すると、次表のとおりです。

市税全体の収納率は ％と、前年度と比較して ポイント上昇しました。

次に、歳入全体を自主財源と依存財源に区分すると、過去３か年の推移は次表のとおりになります。自主財源の比
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（単位：円・件）

（単位：円・％）
地方税法
適用区分

税目 金　　　　額 件数 金　　　　額 件数 金　　　　額 件数 金　　　　額 件数

特 別 土 地 保 有 税

都 市 計 画 税

計

法 人 市 民 税

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

（処分の停止と同時に
納税義務消滅）

個 人 市 民 税

法第15条の7第4項 法第15条の7第5項

（不納欠損額）

合　　　　　計

（処分停止後３年経過） （時　　　　効）

法第18条第１項

本年度は 円が不納欠損処分され、前年度と比較すると 円減少しました。

より交付されたものです。

個人市民税

7,041,818千円
47.1%

法人市民税

1,040,092千円
6.9%

固定資産税

5,874,290千円
39.3%

軽自動車税

121,820千円
0.8%

市たばこ税

373,603千円
2.5%

特別土地保有税

0千円

0.0％

入湯税

2,771千円

0.0％
都市計画税

506,751千円
3.4%

税目別収入状況

本年度の市税の不納欠損処分の状況は、次表のとおりです。
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第２款　地方譲与税

（単位：円・件）

区分

年度

第３款　利子割交付金

区分

年度

第４款　配当割交付金

区分

年度

対　調
定　額

（単位：円・％）

（単位：円・％）

（単位：円・％）

収入率

調　定　額予算現額

△ 23,000,000 △ 18,924,000差引額

対予算
現　 額

収入未済額調　定　額 収入済額予算現額

差引額

差引額

△ 29,688,000

対予算
現　 額

予算現額 収入未済額調　定　額 収入済額

△ 44.3△ 29,688,000

対予算
現　 額

収入率

収入未済額収入済額

△ 18,924,000

対　調
定　額

収入率

対　調
定　額

△ 4,000,000

収入済額を前年度と比較すると、 円（ ％）増加しました。
内訳は、地方揮発油譲与税 円、自動車重量譲与税 円です。
この譲与税は、地方揮発油税の全額と自動車重量税の一部が国より譲与されたものです。

収入済額を前年度と比較すると、 円（ ％）減少しました。
この交付金は、県民税として徴収された利子割額の一部が県より交付されたものです。

収入済額を前年度と比較すると、 円 ％ 減少しました。
この交付金は、県に納付される県民税配当割のうち、個人が納めた配当割額に相当する金額のおよそ ％が、県

より交付されたものです。

当する金額のおよそ
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第５款　株式等譲渡所得割交付金

（単位：円・％）

区分

年度

第６款　地方消費税交付金

（単位：円・％）

区分

年度

第７款　ゴルフ場利用税交付金

（単位：円・％）

区分

年度

対予算
現　 額

収入未済額調　定　額

収入未済額

収入率

△ 77,601,000

対　調
定　額

収入済額

△ 59,323

予算現額

差引額

△ 704.2△ 77,601,000

調　定　額

差引額

収入済額

△ 3.7△ 59,323

対予算
現　 額

対予算
現　 額

△ 40.1

対　調
定　額

収入率
収入済額調　定　額

収入率

対　調
定　額

△ 128,382,000

収入未済額

△ 128,382,000

差引額

予算現額

予算現額

収入済額を前年度と比較すると、 円 ％ 減少しました。
この交付金は、各都道府県に納付される県民税株式等譲渡所得割のうち、個人が納めた株式等譲渡所得割額に相

当する金額のおよそ ％が、県より交付されたものです。

収入済額を前年度と比較すると、 円 ％ 減少しました。
この交付金は、各都道府県に納付される地方消費税の一部が県より交付されたものです。

収入済額を前年度と比較すると、 円（ ％）減少しました。
この交付金は、県税として徴収されたゴルフ場利用税の一部が県より交付されたものです。
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第８款　自動車取得税交付金

（単位：円・％） （単位：円・％）

区分

年度

第９款　地方特例交付金

（単位：円・％） （単位：円・％）

区分

年度

（単位：円・％）

収入済額

収入済額

差引額

調　定　額予算現額

調　定　額予算現額
収入率

収入未済額

差引額

 対　調
定　額

対予算
現　 額

△ 35.9

収入未済額
収入率

対　調
定　額

対予算
現　 額

収入済額を前年度と比較すると、 円（ ％）増加しました。

この交付金は、自動車取得税の一部が県より交付されたものです。

収入済額を前年度と比較すると、 円（ ％）増加しました。
この交付金は、住宅ローン減税の減収に対応するため、国より交付されたものです。

り交付されたものです。
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第１０款　地方交付税

（単位：円・％） （単位：円・％）

区分

年度

第１１款　交通安全対策特別交付金

（単位：円・％）

区分

年度

△ 120,000

基 準 財 政 収 入 額 千 円

単 年 度

差引額

　区　　　　　　　分

財 政 力 指 数
３ か 年 平 均

△ 2,119,000

普 通 交 付 税 千 円 ）

地
方
交
付
税

調　定　額予算現額

対 前 年 度 比 （ ％ ）

特 別 交 付 税 千 円 ）

計

基 準 財 政 需 要 額 千 円 ）

△ 1,000

対　調
定　額

対予算
現　 額

△ 120,000

収入未済額収入済額
収入率

対予算
現　 額

対　調
定　額

△ 4.6

収入率
収入未済額収入済額予算現額 調　定　額

差引額 △ 1,856,000△ 1,856,000

収入済額を前年度と比較すると、 円（ ％）減少しました。
この交付税は、行政水準の均衡を図るため、国より特別交付税として交付されたものです。

過去３か年の地方交付税の状況は、次表のとおりです。

収入済額を前年度と比較すると、 円（ ％）減少しました。
この交付金は、道路交通安全施設整備事業に要する費用に充てるため、道路交通法に定める反則金の一部が国よ

り交付されたものです。

た。

課徴収するものです。

平成１１年度の地方税法の改正に対応

生使用料が

手数料が
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第１２款　分担金及び負担金

（単位：円・％） （単位：円・％）

区分

年度

第１３款　使用料及び手数料

（単位：円・％）

区分

年度

（単位：円・％） （単位：円・％）

年度

項別

調　定　額 不納欠損額収入済額

差引額

予算現額

手 数 料

計

構成比

使 用 料

決算額

収入率

対予算
現　 額

対　調
定　額

収入未済額

△ 587,310

差引額
構成比

△ 0.2

決算額

差引額

収入済額予算現額 不納欠損額

△ 376,250,000 △ 356,497,791

調　定　額

△ 357,568,571

対予算
現　 額

対　調
定　額

収入未済額
収入率

△ 1,070,780

収入済額を前年度と比較すると、 円（ ％）減少しました。
収入未済額は、児童福祉費負担金 円 前年度 円 で、前年度よりも 円（ ％）減少しまし

た。
本収入は、特定の事業に要する経費に充てるため、当該事業によって利益を受ける者から、その受益を限度として賦

課徴収するものです。

収入済額を前年度と比較すると、 円（ ％）増加しました。

収入未済額は、児童福祉費使用料 円 前年度 円 で、前年度から皆増しました。
本収入は、特定の者に与える便益に対して徴収するものです。

使用料及び手数料の収納額の内訳は、次表のとおりです。

庫負担金です。

ティ強化対策事業（繰越明許分）
た総務費国庫補助金
円、
励費

交付金、地方創生加速化交付金

収納額の内訳を比較すると、使用料では､総務使用料が 円、農林水産業使用料が 円減少したものの、民
生使用料が 円、土木使用料が 円、、教育使用料が 円増加しました。

また、手数料は、総務手数料が 円、民生手数料が 円、衛生手数料が 円減少したものの、土木
手数料が 円増加しました。
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  第１４款　国庫支出金

（単位：円・％） （単位：円・％）

区分

年度
対予算
現　 額

対　調
定　額

差引額 △ 8.1

（単位：円・％）

年度

項別 構成比 構成比

（単位：円・％）

  第１５款　県支出金

（単位：円・％）

区分

年度
対予算
現　 額

対　調
定　額

差引額

△ 169,078,556

差引額

収入率
収入済額 収入未済額

国 庫 交 付 金

委 託 金

決算額

計

国 庫 補 助 金

国 庫 負 担 金

調　定　額予算現額

調　定　額

決算額

収入未済額収入済額予算現額
収入率

％）減少しまし

本収入は、特定の事業に要する経費に充てるため、当該事業によって利益を受ける者から、その受益を限度として賦

収入済額を前年度と比較すると、 円（ ％）増加しました。

内訳は次表のとおりです。

収入済額を前年度と比較すると、 円（ ％）増加しました。
内訳は次表のとおりです。

国庫負担金の主なものは、児童手当 円、自立支援給付費 円を始めとした民生費国
庫負担金です。

国庫補助金の主なものは、個人番号カード交付事業（繰越明許分） 円、地方公共団体情報セキュリ
ティ強化対策事業（繰越明許分） 円、社会保障・税番号制度システム整備事業 円を始めとし
た総務費国庫補助金 円、臨時福祉給付金給付事業 円、保育所等整備事業
円、地域子ども・子育て支援事業 円を始めとした民生費国庫補助金 円及び幼稚園就園奨
励費 円を始めとした教育費国庫補助金 円です。、

国庫交付金の主なものは、社会資本整備総合交付金 円（内繰越明許分 円）の土木費国庫
交付金、地方創生加速化交付金（繰越明許分） 円の総務費国庫交付金です。
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（単位：円・％） （単位：円・％）

年度

項別 構成比 構成比

（単位：円・％）

  第１６款　財産収入

（単位：円・％）

区分

年度
対予算
現　 額

対　調
定　額

差引額 △ 195,712,000 △ 1.4

（単位：円・％）

（単位：円・％） 年度

項別 構成比 構成比

△ 198,097,484 △ 198,097,484

調　定　額

県 補 助 金

収入率

△ 210,478,783

差引額
決算額

財 産 売 払 収 入

△ 198,097,484計

決算額

財 産 運 用 収 入

△ 9,897,680

収入未済額収入済額

△ 11,127,920

予算現額

委 託 金

県 交 付 金

計

決算額

県 負 担 金

差引額
決算額

収入済額を前年度と比較すると、 円（ ％）減少しました。

内訳は次表のとおりです。

附金が

金
事業特別会計繰入金

始めとし

円及び幼稚園就園奨

円）の土木費国庫

県負担金の主なものは、児童手当 円、自立支援給付費 円、国民健康保険基盤安定

円を始めとした民生費県負担金 円です。
県補助金の主なものは、子ども医療費 円、後期高齢者福祉医療費 円、障害者医療費

円を始めとした民生費県補助金 円です。
委託金の主なものは、県民税徴収取扱費 円を始めとした総務費委託金 円です。
県交付金の主なものは、あいち森と緑づくり事業交付金 円の土木費県交付金です。

財産運用収入の増加は、利子及び配当金が 円 ％ 増加したことによるものです。
財産売払収入の減少は、不動産売払収入が 円（ ％）減少したことによるものです。
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（単位：円・％） （単位：円・％）

年度

項別 構成比 構成比

（単位：円・％）

  第１６款　財産収入

（単位：円・％）

区分

年度
対予算
現　 額

対　調
定　額

差引額 △ 195,712,000 △ 1.4

（単位：円・％）

（単位：円・％） 年度

項別 構成比 構成比

△ 198,097,484 △ 198,097,484

調　定　額

県 補 助 金

収入率

△ 210,478,783

差引額
決算額

財 産 売 払 収 入

△ 198,097,484計

決算額

財 産 運 用 収 入

△ 9,897,680

収入未済額収入済額

△ 11,127,920

予算現額

委 託 金

県 交 付 金

計

決算額

県 負 担 金

差引額
決算額

収入済額を前年度と比較すると、 円（ ％）減少しました。

内訳は次表のとおりです。

附金が

金
事業特別会計繰入金

始めとし

円及び幼稚園就園奨

円）の土木費国庫

県負担金の主なものは、児童手当 円、自立支援給付費 円、国民健康保険基盤安定

円を始めとした民生費県負担金 円です。
県補助金の主なものは、子ども医療費 円、後期高齢者福祉医療費 円、障害者医療費

円を始めとした民生費県補助金 円です。
委託金の主なものは、県民税徴収取扱費 円を始めとした総務費委託金 円です。
県交付金の主なものは、あいち森と緑づくり事業交付金 円の土木費県交付金です。

財産運用収入の増加は、利子及び配当金が 円 ％ 増加したことによるものです。
財産売払収入の減少は、不動産売払収入が 円（ ％）減少したことによるものです。

  第１７款　寄附金

（単位：円・％） （単位：円・％）

区分

年度
対予算
現　 額

対　調
定　額

差引額 △ 13.1

  第１８款　繰入金

（単位：円・％）

区分

年度
対予算
現　 額

対　調
定　額

差引額

（単位：円・％）

年度

項別 構成比 構成比

計

△ 4,349,700

特 別 会 計 繰 入 金

基 金 繰 入 金

決算額 決算額

収入済額 収入未済額
収入率

収入済額 収入未済額
収入率

差引額

調　定　額

調　定　額予算現額

予算現額

収入済額を前年度と比較すると、 円（ ％）増加しました。

これは、特典付ふるさと納税の開始により、ふるさと納税寄附金が 円皆増、ふるさと納税（東部丘陵）寄

附金が 円皆増したことによるものです。

収入済額を前年度と比較すると、 円 ％ 増加しました。

内訳は次表のとおりです。

特別会計繰入金は、国民健康保険特別会計繰入金 円（前年度： 円 後期高齢者医療特別会計繰入

金 円 前年度： 円）、介護保険特別会計繰入金 円 前年度 円 、下水道
事業特別会計繰入金 円 前年度： 円 、農業集落排水処理施設事業特別会計繰入金

円 前年度： 円 です。
基金繰入金は、東部丘陵保全基金繰入金 円（前年度： 円 です。

基金交付金
療所運営精算金

活保護費返還金
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  第１９款　繰越金

（単位：円・％） （単位：円・％）

区分

年度
対予算
現　 額

対　調
定　額

差引額

  第２０款　諸収入

（単位：円・％） （単位：円・％）

区分

年度
対予算
現　 額

対　調
定　額

差引額 △ 64,430 △ 0.1

（単位：円・％）

（単位：円・％） 年度

項別 構成比 構成比

△ 32,329,115

予算現額 不納欠損額

延 滞 金 、 加 算 金 及 び 過 料

差引額

貸 付 金 元 利 収 入

雑 入

計

決算額

市 預 金 利 子 △ 1,277,861

決算額

収入未済額
収入率

収入率
収入未済額予算現額 調　定　額 収入済額

調　定　額 収入済額

円皆増、ふるさと納税（東部丘陵）寄

収入済額を前年度と比較すると、 円（ ％）増加しました。
収入内訳は、前年度繰越金 、 円、繰越明許分 円です。

収入済額を前年度と比較すると、 円（ ％）増加しました。収入未済額を前年度と比較すると、 円
％ 増加しました。

内訳は次表のとおりです。

ント低下

、下水道
延滞金、加算金及び過料は、延滞金です。

貸付金元利収入の主なものは、商工費貸付金元利収入 円です。
雑入の主なものは、一部事務組合等返還金 円、学校給食費徴収金 円、市町村振興協会

基金交付金 円、放課後こども教室参加費 円、高額医療費返還金 円、休日急病診
療所運営精算金 円です。

また、収入未済額の主なものは、雑入における学校給食費徴収金 円、生活保護費徴収金 円、生
活保護費返還金 円、児童手当返還金 円です。
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  第２１款　市　債

（単位：円・％） （単位：円・％）

区分

年度
対予算
現　 額

対　調
定　額

差引額 △ 59,200,000 △ 8.3

（単位：円・％）

（単位：円・％） 年度

項別 構成比 構成比

（単位：円・％）

△ 57,400,000計

決算額

教 育 債

臨 時 財 政 対 策 債

民 生 債

収入率
予算現額

△ 57,400,000

調　定　額 収入済額 収入未済額

△ 57,400,000

決算額
差引額

△ 57,400,000

収入済額を前年度と比較すると、 円（ ％）減少しました。
なお、本年度の財政運営における市債依存率 歳入決算に占める比率 は ％で、前年度と比較すると、 ポイ

ント低下しました。

内訳は次表のとおりです。

教育債は、中学校債 円です。

― 21 ―



（２）　歳　　出

（単位：円・％）

年度

款別 決算額 構成比 決算額 構成比

議 会 費 △ 17,027,403

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費 △ 1,985,310

消 防 費 △ 10,503,347

教 育 費 △ 267,539,773

災 害 復 旧 費

公 債 費

諸 支 出 金

予 備 費

合　　　　　計

本年度の歳出決算額の状況は次表のとおりです。

差引額

歳出決算額 円を前年度と比較すると、 円（ ％）増加しています。
議会費は 円（ ％）の減少、総務費は 円 ％ 、民生費は 円（ ％）、衛生

費は 円（ ％）、農林水産業費は 円（ ％） 商工費は 円（ ％）の増加、土木
費は 円（ ％）、消防費は 円（ ％）、教育費は 円（ ％）の減少、公債費は

円（ ％）、諸支出金は 円（ ％）の増加となりました。
歳出決算額の構成比は、民生費が ％と最も高く、次に教育費 ％、総務費 ％、土木費 ％、衛生費

％となっており、この５科目で ％を占めています。
また、予算現額から支出済額及び翌年度繰越額を差し引いた不用額は 円で、前年度と比較すると、

円 ％ 減少しています。主に、総務費で 円、民生費で 円、教育費で
円が発生しています。

予算現額 円に対する執行率は ％で、前年度と比較すると ポイント低下しています。
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（単位：千円・％）

年度

区分 決算額（A） 構成比 決算額（Ｂ） 構成比 （A-B） 伸び率

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

△ 48,798 △ 3.9

△ 115,261 △ 1.0

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等 △ 21,935 △ 0.8

積 立 金 △ 96,359 △ 12.7

投 資 及 び 出 資 金 ・ 貸 付 金 △ 12,000 △ 8.5

繰 出 金 △ 23,377 △ 0.9

差引増減額

計

義 務 的 経 費

投 資 的 経 費

そ の 他 の 経 費

内
　
訳

内
　
　
　
　
訳

円で、前年度と比較すると、

本年度の歳出決算額を性質別に区分し、前年度と比較すると、次表のとおりです。

す。

す。

その構成比は、物件費
（前年度

なっています。

議会費

254,404千円
1.1%

総務費

3,069,530千円
13.3%

民生費

9,882,523千円
42.9%

衛生費

1,957,762千円
8.5%

農林水産業費

134,105千円
0.6%

商工費

261,573千円
1.2%

土木費

2,067,739千円
9.0%

消防費

915,201千円
4.0%

教育費

3,132,015千円
13.6%

災害復旧費

0千円
0.0%

公債費

1,343,527千円
5.8%

諸支出金

5,382千円
0.0%

予備費

0円
0.0%
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（単位：千円・％）

住民基本台帳費

義務的経費の支出済額は、 千円で、前年度と比較すると 千円（ ％）増加しています。
なお、義務的経費が歳出決算額に占める割合は ％で、前年度の ％に比べ ポイント上昇していま
す。
投資的経費の支出済額は、 千円で、前年度と比較すると 千円（ ％）減少しています。
なお、投資的経費が歳出決算額に占める割合は ％で、前年度の ％に比べ、 ポイント低下していま
す。
その他の経費の支出済額は、 千円で、前年度と比較すると 千円（ ％）減少していま
す。その構成比は、物件費 ％ 前年度 ％ が最も高く、繰出金 ％（前年度 ％）、 補助費等

％（前年度 ％） の順となっており、この３科目でその他の経費の ％を占めています。
なお、その他の経費が歳出決算額に占める割合は ％で、前年度の ％に比べ、 ポイントの低下と
なっています。

義務的経費

9,904,238千円
42.9％

その他の経費

11,920,474千円
51.9％

人件費

4,130,610千円
17.9％

扶助費

4,430,101千円
19.2％

公債費

1,343,527千円
5.8％

投資的経費

1,199,049千円
5.2％

物件費

5,429,567円
23.6％

補助費等

2,667,224千円
11.6％

繰出金

2,688,620千円
11.7％

積立金

664,038千円
2.9%

維持補修費

341,025千円
1.5％

投資及び出資金

・貸付金

130,000千円
0.6％

性質別歳出決算額

監査委員費は
（
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歳出科目別（款別）の決算状況は次のとおりです。

（単位：円・％）

年度
区分

執行率

△ 0.1

（単位：円・％）

年度
区分

執行率

（単位：円・％）

年度

項別 構成比 構成比

第１款　議会費

第２款　総務費

予算現額 不用額

差引額

監 査 委 員 費

計

統 計 調 査 費 △ 27,603,204

△ 35,478,460

差引額

△ 16,861,000

支出済額 翌年度繰越額

△ 17,027,403

予算現額 支出済額 翌年度繰越額

△ 50,744,000

総 務 管 理 費

徴 税 費

戸 籍 住 民 基 本 台 帳 費

選 挙 費

決算額 決算額

△ 3,165,689

不用額

差　引　額

支出済額は、前年度より 円（ ％）減少しました。
執行率は ％で、不用額は 円でした。

支出済額は、前年度より 円（ ％）増加しました。
執行率は ％で、不用額 円の内訳は、総務管理費 円、徴税費 円、戸籍

住民基本台帳費 円、選挙費 円、統計調査費 円、監査委員費 円です。

項別の内訳は、次表のとおりです。

活保護費

ます。

（
（

決算額の内容を前年度と比較すると、総務管理費は 円 ％）、徴税費は 円（ ％）、
監査委員費は 円（ ％）増加し、戸籍住民基本台帳費は 円（ ％）選挙費は 円
（ ％）、統計調査費は 円（ ％）減少しました。
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（単位：円・％）

年度
区分

執行率

△ 0.6

（単位：円・％）

（単位：円・％） 年度

項別 構成比 構成比

（単位：円・％）

（単位：円・％）

年度
区分

執行率

△ 0.1

不用額支出済額

差引額

決算額

翌年度繰越額

翌年度繰越額予算現額

決算額

△ 80,252,099

差　引　額

支出済額

国 民 年 金 事 務 取 扱 費

社 会 福 祉 費

差引額

予算現額

災 害 救 助 費

児 童 福 祉 費

生 活 保 護 費

第３款　民生費

第４款　衛生費

不用額

計

支出済額は、前年度より 円（ ％）増加しました。
執行率は ％で、不用額 円の内訳は、社会福祉費 円、児童福祉費 円、生

活保護費 円、国民年金事務取扱費 円、災害救助費 円となっています。

項別の内訳は、次表のとおりです。

支出済額は、前年度より 円（ ％）増加しました。
執行率は ％で、不用額 円の内訳は、保健衛生費 円、清掃費 円となってい

ます。

項別の内訳は、次表のとおりです。

決算額の内容を前年度と比較すると、社会福祉費は 円 ％）、児童福祉費は 円
（ ％）、生活保護費は 円（ ％）、国民年金事務取扱費は 円 、災害救助費は 円
（ ％）増加しました。

（

少しました。
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（単位：円・％） （単位：円・％）

年度

項別 構成比 構成比

（単位：円・％）

（単位：円・％）

年度
区分

執行率

△ 1.2

（単位：円・％）

年度

項別 構成比 構成比

△ 582,010

保 健 衛 生 費

翌年度繰越額

差　引　額
決算額 決算額

△ 9,905,397

計

第５款　農林水産業費

予算現額 支出済額 不用額

清 掃 費

計

農 業 費

差　引　額
決算額 決算額

差引額

林 業 費

円、生

支出済額は、前年度より 円（ ％）増加しました。
執行率は ％で、不用額 円の内訳は、農業費 円、林業費 円です。

項別の内訳は、次表のとおりです。

決算額の内容を前年度と比較すると、保健衛生費は 円（ ％）増加し、清掃費は 円

（ ％）減少しました。

決算額の内容を前年度と比較すると、農業費は 円（ ％）増加し、林業費は 円（ ％）減

少しました。

し、
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（単位：円・％）

年度
区分

執行率

（単位：円・％）

年度
区分

執行率

△ 1.4

（単位：円・％）

（単位：円・％） 年度

項別 構成比 構成比

△ 3,051,750差引額

不用額

計 △ 1,985,310

予算現額

都 市 計 画 費 △ 11,109,247

河 川 費

土 木 管 理 費

決算額

△ 8,995,190

予算現額 支出済額 不用額

支出済額 翌年度繰越額

道 路 橋 梁 費

△ 1,985,310

△ 13,000,000△ 9,392,000

差　引　額
決算額

差引額

翌年度繰越額

第６款　商工費

第７款　土木費

支出済額は、前年度より 円（ ％ 増加しました。
執行率は ％で、不用額は 円でした。

支出済額は、前年度より 円（ ％）減少しました。
執行率は ％で、不用額 円の内訳は、土木管理費 円、道路橋梁費 円、河川

費 円、都市計画費 円でした。

項別の内訳は、次表のとおりです。

費

決算額の内容を前年度と比較すると、土木管理費は 円（ ％）、河川費は 円（ ％）は増加
し、道路橋梁費は 円（ ％）、都市計画費は 円（ ％）減少しました。

保健体育費は
（
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（単位：円・％） （単位：円・％）

年度
区分

執行率

（単位：円・％） （単位：円・％）

年度
区分

執行率

△ 14.4

（単位：円・％）
（単位：円・％）

年度

項別 構成比 構成比

△ 267,539,773

社 会 教 育 費

保 健 体 育 費

計

翌年度繰越額 不用額

△ 70,190,227

△ 478,313,356

決算額
差　引　額

△ 6,977,700

予算現額 支出済額

中 学 校 費

小 学 校 費

教 育 総 務 費

決算額

△ 10,503,347差引額 △ 13,738,000

差引額 △ 267,539,773

第８款　消防費

第９款　教育費

△ 3,234,653

翌年度繰越額支出済額 不用額予算現額

支出済額は、前年度より 円（ ％）減少しました。
執行率は ％で、不用額は 円でした。

支出済額は、前年度より 円（ ％）減少しました。
執行率は ％で、不用額 円の内訳は、教育総務費 円、小学校費 円、中学校

費 円、社会教育費 円、保健体育費 円でした。

項別の内訳は、次表のとおりです。

％）は増加

決算額の内容を前年度と比較すると、中学校費は 円（ ％）、社会教育費は 円（ ％）、
保健体育費は 円（ ％）増加し、教育総務費は 円（ ％）、小学校費は 円
（ ％） 減少しました。
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（単位：円・％） （単位：円・％）

年度
区分

執行率

（単位：円・％）

年度
区分

執行率

（単位：円・％）

年度
区分

執行率

△ 8.0

不用額

差引額

予算現額 支出済額 翌年度繰越額

不用額

不用額予算現額

△ 1,142,284△ 24,000

予算現額 支出済額

差引額

支出済額

差引額

第１０款　災害復旧費

 第１１款　公債費

 第１２款　諸支出金

円、中学校

支出済額は、前年度より 円（ ％）増加しました。
市債償還金元金は 円、市債償還金利子は 円でした。
なお、公債費の歳出決算額に対する割合は ％で、前年度と比較して ポイント低下しています。

支出済額は、全額を基金利子として積み立てたもので、前年度より 円（ ％）増加しました。

％）、
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（単位：円・％） （単位：円・％）

年度
区分

執行率

（単位：円・％）

（単位：円・％）

予算現額 支出済額 不用額

差引額

 第１３款　予備費
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（単位：円・％）
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（単位：円）

区分
年度

△ 148,287,649単 年 度 収 支

歳 入 決 算 額

歳 出 決 算 額

翌 年 度 へ 繰 越 す べ き 財 源

歳 入 歳 出 差 引 額 （ 形 式 収 支 ）

実 質 収 支

３　特　別　会　計

平成 年度における特別会計決算は、 会計の歳入歳出予算現額合計 円に対し、歳入決算額合計
円、歳出決算額合計が 円でした。決算額は、前年度に比べ、歳入で 円

（ ％）、歳出で 円（ ％）増加しました。歳入歳出差引額から翌年度へ繰越すべき財源を差し引いた当
該年度実質収支は、 円となりました。また、これから前年度実質収支を差し引いた単年度収支については、

円の黒字となりました。
過去３か年の決算収支の状況は、次表のとおりです。

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

28 27 26

164.4 158.5 

145.0 

156.4 153.6 

142.0 

億円

年度

歳入決算額

歳出決算額
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（単位：円）

るものです。

円に対し、歳入決算額合計

円となりました。また、これから前年度実質収支を差し引いた単年度収支については、

国民健康保険

7,674,628千円
46.7%

後期高齢者医療

1,649,049千円
10.0%

介護保険

4,340,574千円
26.4%

下水道事業

2,691,514千円
16.4%

農業集落排水

処理施設事業

10,317千円
0.1%

三ヶ峯台団地

汚水処理事業

10,758千円
0.1%

南山ｴﾋﾟｯｸ団地

汚水処理事業

8,746千円
0.0%

五色園団地汚水

処理事業

54,869千円
0.3%

特別会計歳入決算額

国民健康保険

7,342,382千円
47.0%

後期高齢者医療

1,644,237千円
10.5%

介護保険

4,006,266千円
25.6%

下水道事業

2,569,443千円
16.4%

農業集落排水

処理施設事業

9,231千円
0.1%

三ヶ峯台団地

汚水処理事業

8,052千円
0.1%

南山ｴﾋﾟｯｸ団地

汚水処理事業

6,099千円
0.0%

五色園団地汚

水処理事業

49,731千円
0.3%

特別会計歳出決算額
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（単位：円・％）

区分

年度

（単位：円・％）

年度

区分

（単位：円・件）

税目

（単位：円・％）

年度
区分

歳　出

△ 2.5

対　調
定　額

合　　　計

収納率

法第15条の7第5項

不納欠損額

法第15条の7第4項

収入済額

国 民 健 康 保 険 税 現 年 課 税 分

国 民 健 康 保 険 税 滞 納 繰 越 分

翌年度繰越額支出済額

（時　　　　効）

不用額 執行率

収納率

地方税法
適用区分

法第18条第1項

△ 6,376,321△ 79,894,019

収納率

△ 46,540,684差引額 △ 132,811,024

（処分の停止と同時
に納税義務消滅）

収入済額収入済額

国民健康保険税

予算現額

（不納欠損額）（処分停止後３年経過）

計

差引額 △ 5.0△ 276,363,541

収入済額
対予算
現　額

収入率

（１）国民健康保険特別会計

予算現額 調定額

歳　入

収入未済額

収入済額を前年度と比較すると、 円（ ％）減少しました。

過去３か年の国民健康保険税の収入済額と収納率を比較すると、次表のとおりです。

不納欠損処分額の合計は、前年度と比較して 円（ ％）減少しました。

支出済額を前年度と比較すると、 円 （ ％）減少しました。
主な理由は、保険給付費が 円（ ％）、後期高齢者支援金等が 円（ ％）減少したことによ

るものです。

本年度の国民健康保険税の不納欠損処分状況は次表のとおりです。

定に基づき、
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（単位：円・％） （単位：円・％）

区分

年度

（単位：円・％）

（単位：円・％）

年度
区分

（単位：円・件）

（単位：円・％）

区分

年度

△ 0.3 △ 0.2

歳　出

（３）介護保険特別会計

予算現額 調定額 収入済額

予算現額 収入済額

予算現額 支出済額

対予算
現　 額

歳　入

差引額

差引額

△ 921,100

執行率翌年度繰越額

不納欠損額 収入未済額
収入率

対　調
定　額

不用額

差引額

調定額 不納欠損額 収入未済額
対　調
定　額

収入率

歳　入

（２）後期高齢者医療特別会計

対予算
現　 額

％）減少したことによ

収入済額を前年度と比較すると、 円（ ％）増加しました。
主な歳入は、後期高齢者医療保険料 円でした。また、高齢者の医療の確保に関する法律第 条の規

定に基づき、 件 円が不納欠損処分され、収入未済額は 円になりました。

支出済額を前年度と比較すると、 円（ ％）増加しました。
主な歳出は、後期高齢者医療広域連合納付金で、前年度より 円（ ％）増加しました。

収入済額を前年度と比較すると、 円（ ％）増加しました。
主な歳入は、介護保険料 円、国庫支出金 円、支払基金交付金 円です。
また、収入未済額は、介護保険料 円で、前年度より 円 減少しました。
介護保険法第 条第 項の規定に基づき、 件 円の不納欠損処分が行われました。
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（単位：円・％） （単位：円・％）

年度
区分

（単位：円・％）

区分

年度

（単位：円・％）

（単位：円・％）

年度
区分

収入済額

差引額

不用額

△ 1.9

対　調
定　額

不納欠損額
対予算
現　 額

予算現額

歳　出

予算現額

（４）下水道事業特別会計

歳　入

△ 49,627,453

執行率支出済額

収入率
収入未済額調定額

△ 295,016,000差引額

△ 946,051

翌年度繰越額

執行率

不用額

支出済額

差引額

翌年度繰越額

歳　出

予算現額

支出済額を前年度と比較すると、 円（ ％）減少しました。
主な支出は、保険給付費で、前年度より 円（ ％）増加しました。

支出済額を前年度と比較すると、 円（ ％）増加しました。
公共下水道事業費については、前年度より 円（ ％）増加しました。

収入済額を前年度と比較すると、 円（ ％）増加しました。
主な理由は、国庫支出金が 円（ ％）、市債が （ ％）増加したことによるものです。
地方自治法第 条第 項の規定に基づき、下水道使用料 件 円が不納欠損処分され、収入未済額は

円になりました。

条の規

円になりました。
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（単位：円・％）

区分

年度

（単位：円・％）

年度
区分

（単位：円・％）

区分

年度

（単位：円・％）

年度
区分

差引額

（５）農業集落排水処理施設事業特別会計

執行率

歳　入

歳　出

△ 0.1

予算現額

△ 15.6

差引額

予算現額

（６）三ケ峯台団地汚水処理事業特別会計

歳　入

差引額

不納欠損額収入済額

執行率

△ 24,516

△ 374,058

不用額

対　調
定　額

翌年度繰越額支出済額 不用額

△ 143,521

翌年度繰越額支出済額予算現額

収入未済額
対予算
現　 額

調定額
収入率

歳　出

差引額

対予算
現　 額

収入未済額
収入率

対　調
定　額

調定額 収入済額 不納欠損額予算現額

支出済額を前年度と比較すると、 円（ ％）増加しました。

収入済額を前年度と比較すると、 円（ ％）増加しました。

収入済額を前年度と比較すると、 円（ ％）増加しました。
地方自治法第 条第 項の規定に基づき、下水道使用料 件 円が不納欠損処分され、収入未済額は

円になりました。

支出済額を前年度と比較すると、 円（ ％）増加しました。
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（単位：円・％）

区分

年度

（単位：円・％） （単位：円・％）

年度
区分

（単位：円・％） （単位：円・％）

区分

年度

（単位：円・％） （単位：円・％）

年度
区分

（７）南山エピック団地汚水処理事業特別会計

歳　入

歳　出

調定額予算現額

差引額

支出済額

調定額 収入済額予算現額

差引額

予算現額 執行率

収入率

対　調
定　額

対予算
現　 額

翌年度繰越額

収入未済額不納欠損額収入済額

△ 16,308 △ 0.8

不用額

△ 96,526

△ 7.2△ 528,965

収入率
収入未済額不納欠損額

対　調
定　額

（８）五色園団地汚水処理事業特別会計

歳　入

対予算
現　 額

歳　出

翌年度繰越額

差引額

不用額

△ 1,959,005

執行率

差引額

予算現額 支出済額

収入済額を前年度と比較すると、 円（ ％）増加しました。

支出済額を前年度と比較すると、 円（ ％）減少しました。

収入済額を前年度と比較すると、 円（ ％）増加しました。
地方自治法第 条第 項の規定に基づき、下水道使用料 件 円が不納欠損処分され、収入未済額は

円になりました。

支出済額を前年度と比較すると、 円（ ％）増加しました。
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（単位：円・％）

（単位：円・％）

（単位：円・％）

（単位：円・％）
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（単位：㎡）

土地の本年度末における現在高は1,318,558㎡で、前年度と比較すると178㎡減少しました。

（単位：円）

有価証券の本年度末における現在高は167,700,000円で、前年度と比較すると10,000,000円増加しました。

（ア）土　地

（イ）建　物

建物の本年度末における現在高は194,423㎡で、前年度と比較すると203㎡増加しました。

４　財産に関する調書

（１）公有財産

ア　土地及び建物

本年度の土地及び建物の状況は次表のとおりです。

愛 知 高 速 交 通 株 式 会 社

日 進 ア シ ス ト 株 式 会 社

区　　　　　　　　　分

イ　有価証券

前年度末
現在高

決算年度末
現在高

決算年度中
増減高

前年度末
現在高

建　　　物　（延面積）

合　　　　　計

前年度末現在高 決算年度中増減高 決算年度末現在高

土　　　地　（地　積）

公 有 財 産

区　　分

△ 178

決算年度末
現在高

決算年度中
増減高
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（単位：円）

（２）物　品（取得価格３０万円以上）

主要物品の本年度末における現在高は1,070点で、前年度と比較すると 9点増加しました。

（単位：円）

尾 張 土 地 開 発 公 社 出 資 金

（ 財 ） 地 域 活 性 化 セ ン タ ー 出 捐 金

（ 財 ） 愛 知 県 国 際 交 流 協 会 出 捐 金

合　　　　　　　　　計

ウ　出資による権利

決算年度末現在高

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 出 資 金

区　　　　　　　　　分

（財）砂防フロンティア整備推進機構出捐金

（財）暴力追放愛知県民会議基本財産出捐金

愛 知 県 信 用 保 証 協 会 出 捐 金

前年度末現在高 決算年度中増減高

（ 財 ） 魚 ア ラ 処 理 公 社 出 捐 金
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（単位：円）

（２）物　品（取得価格３０万円以上）

主要物品の本年度末における現在高は1,070点で、前年度と比較すると 9点増加しました。

（単位：円）

尾 張 土 地 開 発 公 社 出 資 金

（ 財 ） 地 域 活 性 化 セ ン タ ー 出 捐 金

（ 財 ） 愛 知 県 国 際 交 流 協 会 出 捐 金

合　　　　　　　　　計

ウ　出資による権利

決算年度末現在高

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 出 資 金

区　　　　　　　　　分

（財）砂防フロンティア整備推進機構出捐金

（財）暴力追放愛知県民会議基本財産出捐金

愛 知 県 信 用 保 証 協 会 出 捐 金

前年度末現在高 決算年度中増減高

（ 財 ） 魚 ア ラ 処 理 公 社 出 捐 金

（単位：円） （単位：円）

基金の本年度末における現在高は4,357,818,401円で、前年度と比較すると665,502,095円増加しました。

（３）基　金

合　　　　　　　　　計

区　　　　　　　　　分

財 政 調 整 基 金

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 運 用 基 金

三ケ峯台団地汚水処理事業財政調整基金

南山エピック団地汚水処理事業財政調整基金

五 色 園 団 地 汚 水 処 理 事 業 財 政 調 整 基 金

△ 2,457,146東 部 丘 陵 保 全 基 金

災 害 対 策 基 金

決算年度中増減高 決算年度末現在高

公 共 施 設 整 備 基 金

地 域 福 祉 基 金

介 護 給 付 費 準 備 基 金

減 債 基 金

前年度末現在高
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（単位：円）
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む す び

以上、平成 年度一般会計及び特別会計の歳入歳出決算審査の概要を述べま

したが、ここに総括的な意見を付して本審査のむすびとします。

平成 年度の決算規模は、歳入総額 億 万 円、歳出総額

億 万 円となり、前年度に比べ歳入で 億 万 円 ％ 、歳

出で 億 万 円 ％ いずれも増加しています。

一般会計における決算内容については、次のとおりです。

歳入の総額は、 億 万 円で前年度に比べ 億 万 円

％ 増加しています。その主な要因としては、市税が 万 円、使用

料及び手数料が 億 万 円、国庫支出金が 億 万 円、県

支出金が 万 円、寄附金が 万 円、繰越金が 億 万

円、諸収入が 万 円それぞれ増加したものの、株式等譲渡所得

割交付金が 万 円、地方消費税交付金が 億 万 円、分担

金及び負担金が 億 万 円、財産収入が 億 万 円、そし

て、市債が 万円減少したことによるものです。

歳入全体を構成する財源については、市税をはじめとする自主財源は、 億

万 円 ％ 、市債や国庫支出金をはじめとする依存財源は、 億

万 円 ％ となり、自主財源の占める割合は、 ポイント上昇し

ています。

市税については 億 万 円となり、前年度に比べ 万

円（ ％）増加し、歳入決算額の構成比率は ％を占め、本市の歳入の根幹

を成しています。

また、収入未済額は 億 万 円で、前年度に比べ 万 円

（ ％）減少しています。

一方、歳出の総額は 億 万 円で前年度に比べ 億 万 円

（ ％）増加しています。これを款別に前年度と比較してみると、議会費は

万 円（ ％）の減少、総務費は 万 円 ％ 、民生費は 億

万 円（ ％）、衛生費は 万 円 ％ 、農林水産業費は

万 円（ ％）、商工費は 万 円（ ％）の増加、土木費は

万 円（ ％）、消防費は 万 円（ ％）、教育費は 億

万 円（ ％）の減少、そして、公債費は 万 円（ ％）増加し

ています。
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歳出決算を性質別の構成比でみると、義務的経費が 42.9％(前年度 41.8％)、

投資的経費が 5.2％(前年度 5.5％)、その他の経費が 51.9％(前年度 52.7％)とな

っており、前年度に比べ義務的経費が 3 億 4,432 万 9,425 円増加し、投資的経費

が 4,879 万 8,209 円減少、また、その他の経費は 1 億 1,526 万 902 円減少してい

ます。 

また、予算現額に対する執行率は 94.4％で前年度に比べ 2.4 ポイント低下して

います。 

その結果、一般会計における歳入歳出差引額は 13 億 5,077 万 13 円で、翌年度

へ繰り越すべき財源 2 億 3,876 万 2,000 円を差し引いた実質収支額は 11 億 1,200

万 8,013円、また、前年度の実質収支額を引いた単年度収支額は1億1,681万 8,288

円の赤字となりました。 

 

特別会計における決算内容については次のとおりです。 

特別会計8会計の歳入総額は164億4,045万 4,821円で、前年度と比べ5億8,630

万 5,062 円(3.7％)増加しています。 

また、歳出総額は 156 億 3,544 万 1,250 円で、前年度に比べ 2 億 7,274 万 5,508

円(1.8％)増加しています。 

その結果、歳入歳出差引額が 8 億 501 万 3,571 円、翌年度へ繰り越すべき財源

3,426 万 9,000 円を差し引いた実質収支額は 7 億 7,074 万 4,571 円、前年度の実

質収支額を引いた単年度収支額は 3 億 5,723 万 7,554 円の黒字となりました。 

 

歳入においては、国民健康保険特別会計が 7,989 万 4,019 円の減少、後期高齢

者医療特別会計が 1 億 3,773 万 1,138 円の増加、介護保険特別会計が 1 億 2,019

万 9,434 円の増加、そして、下水道事業特別会計が 3 億 9,956 万 3,529 円の増加

となっています。 

歳出においては、国民健康保険特別会計が 2 億 7,636 万 3,541 円の減少、後期

高齢者医療特別会計が 1 億 4,084 万 5,908 円の増加、介護保険特別会計が 4,962

万 7,453 円の減少、そして、下水道事業特別会計が 4 億 4,724 万 8,975 円の増加

となっています。 

 

国民健康保険特別会計については、歳入が約 7,989 万円減少している主な要因

は、現年度療養給付費等負担金が減少したことなどによるものです。収入未済額

については、2 億 5,907 万 3,632 円と前年度に比べ 4,654 万 684 円（15.2％）減

少しています。不納欠損額は 4,285 万 4,452 円で、637 万 6,321 円（13.0％）減

少しています。 

一方、歳出においては、加入者の高齢化等の影響から一人当たりの医療費は増

加傾向にありますが、保険給付費は43億 6,118万 920円と前年度に比べ 1億 7,965 



万 円（ ％）減少しており、歳出全体に占める割合は ％となりまし

た。

その結果、本年度の実質収支額は 億 万 円となっています。前年

度と比較すると 億 万 円（ ％）増加していますが、一般会計か

らの法定外繰入金と平成 年度からの繰越金を差し引くと 億 万 円の

赤字となりました。会計運営は依然厳しい状況に置かれているため、今後も保険

税の見直しなど更なる財源確保策が必要と考えます。

後期高齢者医療特別会計につきましては、歳入における後期高齢者医療保険料

の収入未済額は 万 円と、前年度に比べ 万 円（ ％）増加

しています。

また、不納欠損額は 万 円で、 万 円（ ％）増加しています。

歳出においては、主な支出として後期高齢者医療広域連合納付金が 億

万 円と、前年度に比べ 億 万 円 ％）増加しています。

介護保険特別会計につきましては、歳入において介護保険料の収入未済額が

万 円と、前年度に比べ 万 円（ ％）減少しています。

また、不納欠損額は 万 円で、 万 円（ ％）増加していま

す。

歳出においては、保険給付費が 億 万 円と前年度に比べ

万 円 ％ 増加しています。

下水道事業特別会計につきましては、歳入において下水道使用料の収入未済額

は 万 円と、前年度に比べ 万 円（ ％）減少しています。これ

は、愛知中部水道企業団による下水道料金催告システムの成果であると認められ

ます。

歳出においては、公共下水道事業費が 億 万 円と前年度に比べ

億 万 円 ％ 増加していますが、年度末の公共下水道の普及率は ％

（前年度比 ポイント上昇）と、事業は着実に推進されていると認められます。

続きまして、一般会計からの繰入金の状況ですが、特別会計全体では 億

万 円と前年度に比べ 万 円（ ％）減少しており、若干減らす

ことができたものの、依然として一般会計からの繰入金に頼らざるを得ない状況

です。財政状況の厳しい中、今後においても、一般会計の負担を軽減できるよう、

特別会計の収支内容を精査し、健全な運営を図る必要があると考えます。

市債の状況については、平成 年度末における市債の現在高が、 億
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万 円となり、前年度に比べ 億 万 円（ ％）減少しています。

市民一人あたりの市債額は 万 円で、前年度より 万 円減少してい

ます。

財政指標が示す財政状況については、単年度の財政力指数は 前年度

、経常収支比率は ％ 前年度 ％ となりました。単年度の財政力指

数は前年度に比べ ポイント上昇しているものの、経常収支比率も前年度に比

べ ポイント上昇し、引き続き高い数値を示しているため、今後も経常経費の

抑制に留意する必要があります。

次に、平成 度決算の特徴について、前年度比で増減の大きなものの主な要

因を挙げると、歳入においては、個人市民税の収入状況の改善、固定資産税の宅

地、新築家屋、設備投資の増加、軽自動車税の新税率の適用と重課措置による増

加、国庫支出金の認可保育所建設補助金の増加、特典付ふるさと納税の実施など

により増加し、一方、株式等譲渡所得割交付金の減少、法人市民税の法人税割額

の減少、地方消費税交付金の前年度の消費税収の一時的な上振れによる反動、不

動産売払収入の減少、平成 年度実施工事に対する市債の発行額の減少などが挙

げられます。

また、歳出においては、公共施設整備基金積立金の増加、認可保育所建設補助

金や臨時福祉給付金の増加、乳幼児等予防接種委託料の増加、県営老朽ため池等

整備事業負担金の増加、企業再投資促進補助金の新設、竹の山地区新設校建設事

業に伴う地方債の元金償還の開始などにより増加し、一方、下水道事業特別会計

繰出金の減少、太陽光発電システム等導入工事の終了、赤池小学校増築工事の完

了などによる減少が挙げられます。

続きまして、審査を通じて、特に問題となるような指摘事項はありませんでし

たが、その中で感じた点や意見・要望などを述べます。

まず、歳入歳出につきまして、平成 年度における歳入にあっては、一般会

計において予算現額と収入済額との比較で約 万円、特別会計を入れた歳入

全体では約 億 万円収入済額が少ない状況となっています。

一方、歳出にあっては、一般会計の予算現額と支出済額との比較で約 億

万円、特別会計を入れた歳出全体では約 億 万円の執行残となっています。

そして、歳入歳出の差引残額は、一般会計で約 億 万円、全体で約

億 万円となっており、残額が多く感じられますが、会計的には健全であり、

特に問題が生じるものではないと認められます。

なお、 か年平均の実質公債費比率や将来負担比率は年々減少しており良好と

いえますが、今後においても歳入の確保、歳出の縮減に努め、より健全な財政運
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営を図っていただくことを望みます。

収入未済額は、市税、国民健康保険税などの税の外にも、介護保険料、保育料、

下水道使用料、学校給食費などがありますが、それぞれの部署において新たな滞

納を発生させないよう、現年度分の未納削減に努められている状況が見られまし

た。

特に市税におきましては、現年度分の収納率が前年度に比べ ポイント、

滞納繰越分が前年度に比べ ポイント低くなりましたが、全体で ポイン

ト高くなっており、収納率は ％と過去最高の数値を示しています。

この要因の一つとして、平成 年度にあっても愛知県豊田尾張東部地方税滞

納整理機構との連携、納税推進員の活動及び休日納税相談窓口の開設など収納活

動の成果が得られていることを確認しました。このことは税の公平性の観点から

評価できるところです。

また、近年の本市の収入未済額の推移をみますと、平成 年度は、約 億

万円、平成 年度は、約 億 万円と年々減少してきており、平成 年度

は約 億 万円となり、前年度より約 万円あまり減少しています。

この主な要因としましては、市税と国民健康保険税の収入未済額が減少したこ

とによるもので、先ほど述べましたような取り組みの成果であると認められます。

しかしながら、未だ市税で約 億 万円、国民健康保険税で約 億

万円の収入未済額がある現実を踏まえ、今後においても滞納者には毅然とした対

応をとり、できる限りの方策を考え、より一層収入未済額の削減に努められるこ

とを望みます。

不納欠損額につきましては、特別会計を含めた全体で、平成 年度が 億

万円、平成 年度が 億 万円、平成 年度が 万円となって、ここ

数年はおおむね 億円前後の金額で推移しています。

平成 年度においては、特に市税や国民健康保険税において、納付交渉、財

産調査、転出先の状況などを積極的に調査する中で、滞納処分をすることができ

る財産がない者や外国人で国外転出した者など、個々の状況を把握し、徴収でき

る可能性がないと判断し、不納欠損処分が妥当とした結果であり、止むを得ない

ものと認められます。

なお、不納欠損処分につきましては、平成 年度に「日進市税等の滞納処分

の停止等に関する取扱要領」を策定し、平成 年度からこの要領に基づき運用し

ていただいています。今後も滞納処分の停止等をする場合は、適切な判断のもと

執行していただくとともに、不納欠損処分とならないよう引き続き努力していた

だきたいと思います。
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次に、平成 年度の不用額につきましては、全体で約 億 万円となっ

ており、前年度と比べ約 億 万円の増加となっています。

一般会計においては、約 億 万円で、前年度と比べ約 億 万円の

減少となっておりますが、国民健康保険特別会計においては、 億 万円の

不用額が発生しており、前年度より約 億 万円増加しています。

委託料や工事請負費、補助金等の執行残については、適正な時期に減額補正を

行っていることが確認できましたが、一部において未だ減額補正を年度末の 月

にまとめて行っている状況や、年度末までに必要とする予算の余裕をみて残して

いる状況が見られました。過去の実績などを参考に現状を把握して、精度の高い

予算の積算を行い、適正な時期に適正な金額の補正を行うなど不用額の減少に努

力し、より適正な資金運用がなされることを期待します。

なお、一部の課におきまして、予算計上のない事業や款項目節の計上誤りによ

り流用して執行しているものがみられました。財政課と協議のうえ流用して予算

執行しているものですが、金額が大きなものや、変更率の高いものは、補正増、

補正減といった予算手続きをすることが適切と考えます。

次に、委託契約に関しましては、多くの課で変更契約をしていますが、契約し

た内容を設計の範囲内でやむを得ず変更する場合は認められていますが、新たに

業務を追加して契約内容を変更している事例がいくつかの課で見受けられまし

た。このことは予算執行上適切ではないため、正しい認識のもと契約行為を行っ

ていただきたいと思います。

また、委託契約に関しましては、設計金額と契約金額が同額という事例が、平

成 年度においてもいくつか見受けられました。なかには平成 年度の設計金

額と契約金額ともに同額という事例がありました。電算業務などは、システム開

発業者の積算金額での契約になることもありますが、市が自ら設計できるように、

あるいは積算した結果同額となったと明確に説明できるように、主体的な積算に

努めていただきたいと思います。

その他、過去の実績や契約金額と比較し、設計金額が高額となっている事例も

ありましたので、実績や現在の動向をよく分析し、適正な積算に努めていただく

よう要望します。

さらに、業務委託契約や工事請負契約の中に、地方自治法施行令第 条の

第 項第 号を適用した「随意契約」によるものが平成 年度もかなり見受けら

れました。それぞれ正当な理由がありましたが、随意契約で何号に該当するかを

よく理解し、予定価格が規定額を超えないという理由を安易に使わず、できる限

り入札での対応を心がけていただきたいと思います。地方自治法に謳われており
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ますように、「最少の経費で最大の効果」を挙げるためにも、全庁的な取り組みと

して、契約の基本は「入札」であり「随意契約」は「できる規定」ということを

念頭に事務を遂行していただきたいと思います。

一方、入札に付した結果契約金額が安価になった事例や、委託業務を取りまと

めたことにより事務の効率化が図られた事例もありました。

例を挙げますと、入札事例では「広報紙制作業務委託料」、事務の効率の事例

としては、「環境保全調査業務」、「市有地除草等業務」などがあげられます。

次に、各種会議、協議会又は団体等に業務委託料や負担金・補助金を交付して

いますが、このような事業の支出について、目的とした効果が得られているかど

うか、積算金額が妥当かどうか、また、補助内容は適切かどうかなど、審査の折

にもいくつかの事案を確認させていただきました。

補助金の交付にあたっては、交付要綱で概算払と規定しているにも関わらず、

前金払をしている補助金がこれまでいくつか見られましたが、一部を残し、平成

年度は概算払に変更し、適正な補助金交付に努めていただいたことは評価でき

るものです。

いずれにしましても、負担金や補助金等を交付する際には、その根拠を明確に

するとともに、内容を十分精査し、結果についても実績報告書や決算書など関係

書類の検査を確実に行い、適宜その必要性を検証することが重要です。

次に、公金に関しましては、手数料等を取り扱う部署にあっては、適正に管理

していることが確認できました。今後におきましても適正な管理に努めていただ

きたいと思います。

次に、備品管理については、決算書の増減の照合はできましたが、各部署にお

ける定期的な備品台帳との照合や、備品台帳と財務会計システムとの整合の確認

ができていない事例が見られました。

特に過去の機構改革等により、備品の所管替えが済んでいないものや施設の建

設時に工事請負費に含まれている据付け備品もあります。「地方公会計制度」の導

入に伴い、平成 年度までには資産の台帳整備をする必要がありますので、手続

きを進めていただきたいと思います。

次に、時間外勤務と職員の健康管理につきましては、前年度に比べ時間数では、

時間、割合で ％の減少となっていました。

これは完全ノー残業デーの実施や時間外勤務の事前申請の徹底、時間外チェッ
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クシートによる意識改革の効果によるものと思います。

平成 年度においても、事務事業の増加、国の制度変更、人員の削減などによ

り、一部の部署においては相変わらず長時間勤務をしている状況があります。

従来から要望していますとおり多様化する市民ニーズ、増大する行政需要等に

対応し、市民サービスの向上につなげるには、職員の専門性をより一層高めるこ

とが必要であると考えます。 
そうしたことが、職員の健康保持、時間外の減少、ひいては経費の節減につな

がるものと考えます。

最後に、平成 年度におきましても、「支払い遅延」、「二重払い」、「支払い先

誤り」、「過年度払い」など、適切でない会計処理が見受けられました。課の内部

で未然に防ぐ仕組みを構築し、再発防止に努めていただきたいと思います。

また、決算審査の提出書類においても誤りが多く見受けられました。

こうした事が、日進市政に大きく影響を及ぼすことにもなりかねません。その

ためにも、幹部職員を始め、管理監督者が率先して、職員の意識を変革し、様々

なリスクに対して対応できる体制を整備するなど、内部統制機能の充実を図って

いただきたいと思います。

以上､意見や要望として述べさせていただきましたことは、今後の本市の行財

政運営において重要かつ留意すべき事項であると考えます。

平成 年度決算は、景気の回復傾向による市税の増加、ふるさと納税寄附金

の増加などにより一般財源が増加していますが、財政構造の硬直化により将来的

なインフラ整備、公共施設の長寿命化にかかる大規模改修費用などへの影響が大

いに危惧されるところです。将来を見据えた健全な財政計画のもと、今後も市民

の立場に立って、適正な予算執行及び事務事業の遂行に務めていただくよう要望

します。
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第１表　平成2８年度歳入歳出決算総括表

区分

会計別

一　　　　般　　　　会　　　　計

特　　　　別　　　　会　　　　計

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計

内 介 護 保 険 特 別 会 計

下 水 道 事 業 特 別 会 計

農業集落排水処理施設事業特別会計

訳 三ケ峯台団地汚水処理事業特別会計

南山エピック団地汚水処理事業特別会計

五色園団地汚水処理事業特別会計

合　　　　　　　　　　　　　　　計

第２表　平成2８年度歳入歳出決算（純計決算額）総括表

区分 歳　　　　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　　　　出

会計別 総　　　額 重複計算控除額 差引純歳入額

一　　　　般　　　　会　　　　計

特　　　　別　　　　会　　　　計

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計

内 介 護 保 険 特 別 会 計

下 水 道 事 業 特 別 会 計

農業集落排水処理施設事業特別会計

訳 三ケ峯台団地汚水処理事業特別会計

南山エピック団地汚水処理事業特別会計

五色園団地汚水処理事業特別会計

合　　　　　　　　　　　　　　　計

予算現額 歳入総額 歳出総額
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第１表　平成2８年度歳入歳出決算総括表

区分

会計別

一　　　　般　　　　会　　　　計

特　　　　別　　　　会　　　　計

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計

内 介 護 保 険 特 別 会 計

下 水 道 事 業 特 別 会 計

農業集落排水処理施設事業特別会計

訳 三ケ峯台団地汚水処理事業特別会計

南山エピック団地汚水処理事業特別会計

五色園団地汚水処理事業特別会計

合　　　　　　　　　　　　　　　計

第２表　平成2８年度歳入歳出決算（純計決算額）総括表

区分 歳　　　　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　　　　出

会計別 総　　　額 重複計算控除額 差引純歳入額

一　　　　般　　　　会　　　　計

特　　　　別　　　　会　　　　計

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計

内 介 護 保 険 特 別 会 計

下 水 道 事 業 特 別 会 計

農業集落排水処理施設事業特別会計

訳 三ケ峯台団地汚水処理事業特別会計

南山エピック団地汚水処理事業特別会計

五色園団地汚水処理事業特別会計

合　　　　　　　　　　　　　　　計

予算現額 歳入総額 歳出総額

（単位：円）

翌年度へ繰越すべき財源 前　 年　 度

継続費 実質収支額

（単位：円）

歳　　　　　　　　　　　出

総　　　額 差引純歳出額

△ 678,940,740

△ 432,079,770

実質収支額

差引純計残額

差引残額

△ 1,759,114,007

△ 225,718,372

△ 2,283,401

△ 430,582,567

重複計算控除額

繰越明許費 事故繰越
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第３表　一般会計歳入款別一覧表

区分 予算現額 調定額 収入済額 前年度収入済額

款別 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

市 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴルフ場利用税交付金

自 動 車 取 得 税 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

交通安全対策特別交付金

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

市 債

合　　　　　　計
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（単位：円・％）

収入済額の各種比率

C/A×100 C/B×100 C/D×100 構成比
収入未済額不納欠損額
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第４表　一般会計歳出款別一覧表

区分 予算現額 支出済額 前年度支出済額

款別 Ａ Ｂ Ｃ

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

諸 支 出 金

予 備 費

合　　　計
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第４表　一般会計歳出款別一覧表

区分 予算現額 支出済額 前年度支出済額

款別 Ａ Ｂ Ｃ

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

諸 支 出 金

予 備 費

合　　　計

（単位：円・％）

支出済額の各種比率

Ｂ/A×100 B/C×100 構成比

―

―

翌年度繰越額 不  用  額
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第５表　一般会計歳出款別節別決算額一覧表

款別

節別 議会費 総務費 民生費 衛生費 農林水産業費 商工費

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

恩 給 及 び 退 職 年 金

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

役 務 費

委 託 料

使 用 料 及 び 賃 借 料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

公 有 財 産 購 入 費

備 品 購 入 費

負 担 金、補 助 及 び
交 付 金

扶 助 費

貸 付 金

補償、補填及び賠償金

償 還 金 、 利 子
及 び 割 引 料

投 資 及 び 出 資 金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

合　　　　計
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第５表　一般会計歳出款別節別決算額一覧表

款別

節別 議会費 総務費 民生費 衛生費 農林水産業費 商工費

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

恩 給 及 び 退 職 年 金

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

役 務 費

委 託 料

使 用 料 及 び 賃 借 料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

公 有 財 産 購 入 費

備 品 購 入 費

負 担 金、補 助 及 び
交 付 金

扶 助 費

貸 付 金

補償、補填及び賠償金

償 還 金 、 利 子
及 び 割 引 料

投 資 及 び 出 資 金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

合　　　　計

（単位：円・％）

節構成

土木費 消防費 教育費 災害復旧費 公債費 諸支出金 予備費 合　　計 比率
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第６表　一般会計（自主・依存）別比較表

（単位：円・％）

区分 28年度 27年度 前年度

財源別 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 対比

市 税

自
分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

主
財 産 収 入

寄 附 金

財
繰 入 金

繰 越 金

源
諸 収 入

計

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

依
株式等譲渡所得割交付金

地 方 消 費 税 交 付 金

存
ゴルフ場利用税交付金

自 動 車 取 得 税 交 付 金

財
地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

源
交通安全対策特別交付金

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

市 債

計

合　　　　　計
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第７表　特別会計歳入款別一覧表

区分
予算現額 調定額 収入済額 前年度収入済額

款別 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

国 民 健 康 保 険 税

国 庫 支 出 金

療 養 給 付 費 等 交 付 金

前 期 高 齢 者 交 付 金

県 支 出 金

共 同 事 業 交 付 金

財 産 収 入

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

合　　　　　　計

後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

保 険 料

国 庫 支 出 金

支 払 基 金 交 付 金

県 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

合　　　　　　計

介

護

保

険

会
計
別

合　　　　　　計

国

民

健

康

保

険

後
期
高
齢
者
医
療
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第７表　特別会計歳入款別一覧表

区分
予算現額 調定額 収入済額 前年度収入済額

款別 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

国 民 健 康 保 険 税

国 庫 支 出 金

療 養 給 付 費 等 交 付 金

前 期 高 齢 者 交 付 金

県 支 出 金

共 同 事 業 交 付 金

財 産 収 入

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

合　　　　　　計

後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

保 険 料

国 庫 支 出 金

支 払 基 金 交 付 金

県 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

合　　　　　　計

介

護

保

険

会
計
別

合　　　　　　計

国

民

健

康

保

険

後
期
高
齢
者
医
療

(単位：円・％）

収入済額の各種比率

C/A×100 C/B×100 C/D×100 構成比

―

― ―

― ―

不納欠損額 収入未済額
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区分
予算現額 調定額 収入済額 前年度収入済額

款別 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

市 債

　　　　合　　　　　　計

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

合　　　　　　計

下 水 事 業 収 入

財 産 収 入

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

合　　　　　　計

下 水 事 業 収 入

財 産 収 入

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

合　　　　　　計

下 水 事 業 収 入

財 産 収 入

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

合　　　　　　計

下
　
　
　
水
　
　
　
道

会
計
別

五
色
園
団
地
汚
水
処
理

南
山
エ
ピ

ッ
ク
団
地
汚
水
処
理

三
ケ
峯
台
団
地
汚
水
処
理

農
業
集
落
排
水
処
理
施
設
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区分
予算現額 調定額 収入済額 前年度収入済額

款別 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

市 債

　　　　合　　　　　　計

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

合　　　　　　計

下 水 事 業 収 入

財 産 収 入

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

合　　　　　　計

下 水 事 業 収 入

財 産 収 入

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

合　　　　　　計

下 水 事 業 収 入

財 産 収 入

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

合　　　　　　計

下
　
　
　
水
　
　
　
道

会
計
別

五
色
園
団
地
汚
水
処
理

南
山
エ
ピ

ッ
ク
団
地
汚
水
処
理

三
ケ
峯
台
団
地
汚
水
処
理

農
業
集
落
排
水
処
理
施
設

(単位：円・％）

収入済額の各種比率

C/A×100 C/B×100 C/D×100 構成比

― ―

― ―

― ―

―

― ―

不納欠損額 収入未済額
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第８表　特別会計歳出款別一覧表

区分
予算現額 支出済額 前年度支出済額

款別 Ａ Ｂ Ｃ

総 務 費

保 険 給 付 費

後 期 高 齢 者 支 援 金 等

前 期 高 齢 者 納 付 金 等

老 人 保 健 拠 出 金

介 護 納 付 金

共 同 事 業 拠 出 金

保 健 事 業 費

基 金 積 立 金

公 債 費

諸 支 出 金

予 備 費

合　　　計

総 務 費

後 期 高 齢 者 医 療
広 域 連 合 納 付 金

諸 支 出 金

予 備 費

総 務 費

保 険 給 付 費

地 域 支 援 事 業 等 費

財政安定化基金拠出金

基 金 積 立 金

公 債 費

諸 支 出 金

予 備 費

合　　　計

会
計
別

国

民

健

康

保

険

後
期
高
齢
者
医
療

合　　　計

介
　

護
　

保
　

険

（単位：円・％）

支出済額の各種比率

Ｂ/A×100 B/C×100 構成比

―

―

―

―

―

―

翌年度繰越額 不　用　額
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第８表　特別会計歳出款別一覧表

区分
予算現額 支出済額 前年度支出済額

款別 Ａ Ｂ Ｃ

総 務 費

保 険 給 付 費

後 期 高 齢 者 支 援 金 等

前 期 高 齢 者 納 付 金 等

老 人 保 健 拠 出 金

介 護 納 付 金

共 同 事 業 拠 出 金

保 健 事 業 費

基 金 積 立 金

公 債 費

諸 支 出 金

予 備 費

合　　　計

総 務 費

後 期 高 齢 者 医 療
広 域 連 合 納 付 金

諸 支 出 金

予 備 費

総 務 費

保 険 給 付 費

地 域 支 援 事 業 等 費

財政安定化基金拠出金

基 金 積 立 金

公 債 費

諸 支 出 金

予 備 費

合　　　計

会
計
別

国

民

健

康

保

険

後
期
高
齢
者
医
療

合　　　計

介
　

護
　

保
　

険

（単位：円・％）

支出済額の各種比率

Ｂ/A×100 B/C×100 構成比

―

―

―

―

―

―

翌年度繰越額 不　用　額
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予算現額 支出済額 前年度支出済額

款別 Ａ Ｂ Ｃ

総 務 費

事 業 費

公 債 費

諸 支 出 金

予 備 費

合　　　計

総 務 費

諸 支 出 金

予 備 費

合　　　計

総 務 費

諸 支 出 金

予 備 費

合　　　計

総 務 費

諸 支 出 金

予 備 費

合　　　計

総 務 費

諸 支 出 金

予 備 費

合　　　計

南
山
エ
ピ

ッ
ク
団
地
汚
水
処
理

五
色
園
団
地
汚
水
処
理

下
　

水

　
道

三
ケ
峯
台
団
地
汚
水
処
理

会
計
別

区分

農
業
集
落
排
水
処
理
施
設
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予算現額 支出済額 前年度支出済額

款別 Ａ Ｂ Ｃ

総 務 費

事 業 費

公 債 費

諸 支 出 金

予 備 費

合　　　計

総 務 費

諸 支 出 金

予 備 費

合　　　計

総 務 費

諸 支 出 金

予 備 費

合　　　計

総 務 費

諸 支 出 金

予 備 費

合　　　計

総 務 費

諸 支 出 金

予 備 費

合　　　計

南
山
エ
ピ

ッ
ク
団
地
汚
水
処
理

五
色
園
団
地
汚
水
処
理

下
　

水

　
道

三
ケ
峯
台
団
地
汚
水
処
理

会
計
別

区分

農
業
集
落
排
水
処
理
施
設

（単位：円・％）

支出済額の各種比率

Ｂ/A×100 B/C×100 構成比

―

―

―

―

―

不　用　額翌年度繰越額
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第９表　特別会計歳出節別決算額一覧表

会計別

節別

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

恩 給 及 び 退 職 年 金

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

役 務 費

委 託 料

使 用 料 及 び 賃 借 料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

公 有 財 産 購 入 費

備 品 購 入 費

負担金、補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償、補填及び賠償金

償還金、利子及び割引料

投 資 及 び 出 資 金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

合　　　　　計

国民健康保険 下水道事業介護保険後期高齢者医療
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第９表　特別会計歳出節別決算額一覧表

会計別

節別

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

恩 給 及 び 退 職 年 金

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

役 務 費

委 託 料

使 用 料 及 び 賃 借 料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

公 有 財 産 購 入 費

備 品 購 入 費

負担金、補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償、補填及び賠償金

償還金、利子及び割引料

投 資 及 び 出 資 金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

合　　　　　計

国民健康保険 下水道事業介護保険後期高齢者医療

(単位：円・％）

農業集落排水 三ケ峯台団地 南山ｴﾋﾟｯｸ団地 五色園団地 節構成

処理施設事業 汚水処理事業 汚水処理事業 汚水処理事業 比率
合　　計
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